警備・清掃・機械警備共通

令和６年度　年間業務委託　入札（見積合せ）説明事項
　※入札（見積合せ）にあたっての説明事項です。事前に必ずご覧ください。
※例年、委任状の不備により入札等に参加できない事例が発生しておりますので、代理人の方が入札等に参加する場合は、委任状の押印漏れや記載内容に不備がないことをご確認ください。

１．現場説明会
  　現場説明会は開催しておりません。
２．提示書類
　①仕様書等縦覧資料
　　※業務毎に名前のついたフォルダに仕様書等の電子ファイルを格納し、ＨＰに掲載しています。
　　※業務内容変更調書
　　　前回と業務内容に変更のあったものについて調書が作成されています。指名を受け　　　　ている業務について変更点を確認してください。
②業務委託等契約（終了通知型）標準約款（長期継続契約）

　　※契約締結時の約款となります。内容をよく確認してください。
　③入札書　④見積書　⑤委任状　⑥契約保証金免除申請書　⑦業務責任者届
３．業務内容について
  ①前回との変更の有無に関わらず、ＨＰに掲載している仕様書等を必ず確認してください。
　②業務内容について不明な点は、発注課の担当者に直接お問い合わせください。（発注課担　　当者は「業務名称一覧表」に記載されています。）
③仕様に記載の標準的な作業人数はあくまで業務内容を見積もるための参考であり、作業人数を

指定するものではありません。

４．入札（見積合せ）について
　①入札（見積合せ）は「業務名称一覧表」の順に行います。
  ②入札は３回までとし、不調の場合はすべての入札が終わった後、最低価格の方と見積合せを行います。
  ③入札（見積合せ）に参加する方は、なるべく横判（ゴム印等）、社印、使用印鑑を持参するようお願いします。
  ④入札書（見積書）は、封筒に入れないでください。
　⑤指名競争入札においては、入札書を使用してください。見積書を提出した場合は無効となりますので、指名（競争入札）通知書中、「別紙一覧表」の「契約方法」欄を確認のうえ、間違えないよう十分に注意してください。
　⑥入札書(見積書)については、業務名称が違うもの、金額を訂正したもの、鉛筆等の容易に消去可能な筆記具で記入したもの及び押印の無いもの（代理人の方が参加する場合は、代理人が署名する場合を除く）については、無効となりますので十分に注意してください。その他の入札に関する一般事項については、事前に入札参加者心得書（市ＨＰに掲載）を確認してください。
　⑦入札（見積合せ）参加委任状を提出している代理人の方が参加する場合は、当日の委任状は必要ありません。入札（見積合せ）参加委任状を提出していない代理人の方が参加する場合は、例えば警備業務の場合、委任状の件名は警備業務と記入してください。委任状１枚をもってすべての警備業務に入札できます。
　⑧予定価格※（消費税及び地方消費税を含む。）が５００，０００円を超える指名競争入札については、最低制限価格が設定されています。弘前市業務委託契約等最低制限価格制度要領（市ＨＰに掲載）を確認してください。警備業務、清掃業務の最低制限価格は予定価格の８５％、機械警備業務は予定価格の６５％となっております。

※予定価格を月額で定める場合は年額相当額

⑨業務名称一覧表の『月額』欄に「有」が付いている業務の入札金額は『月額』で記入してください。
５．契約手続きについて
  　契約日は、令和６年５月１７日となります。当日使用印鑑をお持ちになり契約課までお越しください。（契約書をお渡しする日は原則５月１７日となります。）
　　※当日使用印鑑の持ち出しができない場合は、令和６年５月１６日に契約書をお渡ししますので、契約課までお越しください。
６．契約保証金について
  ①「指名（競争入札）通知書」及び「業務名称一覧表」の「契約保証金」欄で契約保証金の有無を確認してください。契約保証金の金額は、契約金額（消費税等含む）の１０％以上です。（月額で契約する場合は「月額×１２か月」の１０％以上です。）
　②契約保証金が必要な場合には、現金の納付又は履行保証保険への加入が必要です。
　③現金を納付する場合は、入札（見積合せ）終了後に契約課へその旨を申し出てください。
　　契約日当日、契約課から納付書を受け取り、青森銀行弘前市役所出張所等で納付してください。納付を確認したうえで契約を締結します。
　④履行保証保険へ加入する場合は、落札決定後、契約日までに必ず手続きを済ませてください。
　　※保険期間が委託期間を満たしていない場合等、そのままでは契約を締結出来ない場合がありますのでご注意ください。複数年契約においては委託期間中に保険期間が途切れないように保険契約の手続きを行なってください。
　　※契約保証金免除申請書も併せて提出してください。なお、保険証券は契約の際に必ず持　　　参してください。
　⑤契約保証金が必要な場合でも、履行実績により免除できる場合もあります（過去２箇年の間に国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上締結し、すべて履行している場合）。事前に確認する必要があるので、希望する場合は、契約日の２日前までにご連絡ください。

７．委託費明細書の提出について
　　すべての業務について、委託費明細書（契約締結後１０日以内（任意様式））及び業務責任者届を契約課ではなく発注課へ提出してください。委託費明細書の様式は問いませんが、人件費に係る項目は必ず明記してください。
担当　総務部契約課（ＴＥＬ　４０－７０２３）
